
様式1-2

調書番号

事業名 障害者雇用対策費
財務コード

（事業）
108201 22

細事業名 障害者雇用対策費

担当部課室 産業労働 部 産業人材 課 技能振興

アドバイザー評価 平成平成平成平成２４２４２４２４年度 事務事業自主点検年度 事務事業自主点検年度 事務事業自主点検年度 事務事業自主点検シートシートシートシート

担当 （内線） 4852

Ⅰ　事業の概要

実施期間 始期 H6 年度 ～ 終期

結果、何に結びつけるのか

中小企業事業主等 障害者の雇用義務を理解し、障害者を
雇用している

障害の有無にかかわらず、誰もが社会
の一員として互いを尊重し、支え合って
暮らす「共生社会」の実現

事業の内容
※主に
２３年度

１　雇用保険に加入している中小企業事業主（資本額3億円以下または従業員300人以下）で、公共職業安定所の紹介により、
次の障害者を常用雇用し、６か月以上雇用した者に重度障害者等雇用促進助成金を支給する。
　　（１）支給額　　障害者の雇用一人あたり200千円（予算限度額：200千円×50人＝10,000千円）
　　（２）対象となる障害者
　　　　①重度身体障害者　②45歳以上の身体障害者　③重度知的障害者　④45歳以上の知的障害者　⑤精神障害者
　　（３）23年度実績　12,600千円（32社63名）
２　障害者自身の職業的自立への意欲喚起と事業主の障害者雇用の啓発のため、山梨高齢・障害者雇用支援センターとの共
催により、9～10月に「障害者雇用支援運動」を実施する。
　　（１）障害者雇用啓発キャンペーン
　　　　①ＪＲ甲府駅頭キャンペーン（平成23年9月2日）
　　　　②県下市町村巡回キャンペーン（平成23年9月15日、10月12日）
　　　　③啓発用懸垂幕の掲出（県庁舎及び県下公共職業安定所）
　　　　④啓発用ポスターの掲示（各市町村、関係機関・団体等）
　　（２）障害者雇用優良事業所・優秀勤労障害者表彰式
　　　　①表彰式（平成23年9月16日）
　　　　②優良事業所：該当なし、優秀勤労障害者6名
３　障害者の雇用の維持、雇用の場の確保を図るため、山梨労働局との連携により県内企業等を訪問し、雇用要請活動を実施
する。
　 （１）法定雇用率未達成の地方公共団体及び独立行政法人16機関を訪問（2月1日、8日）
　  ※未達成民間企業240社へは、労働局・公共職業安定所が訪問
４　特例子会社等障害者を雇用する新たな事業所設置を希望する企業を支援する。
　 （１）ＮＴＴクラルティ塩山ファクトリー（甲州市）：平成23年6月開所、重度知的障害者28名を雇用

年度

実施主体 県（直営）

事業の目的

誰（何）を対象に その対象をどのような状態にして

　 （１）ＮＴＴクラルティ塩山ファクトリー（甲州市）：平成23年6月開所、重度知的障害者28名を雇用
　 （２）ＮＳＤ八ヶ岳ファーム（北杜市）：平成24年4月開所、知的障害者3名を雇用

根拠法令等 重度障害者等雇用促進助成金支給要領、山梨県障害者幸住条例

Ⅱ　事業の目標、実施状況等（事業実績及び成果の達成状況）

事業の実施状況と
目標の実現度

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度
事業目標の考え方

実績値 目標値 実 績 値 見込値 目標値

目標設定の考え方

過去の支給実績から予算額を算定
しており、これを目標として設定

データの出典等

活動指標達成率
126.0 ％

助成金支給実績

（実績値／目標値）

（実績値／目標値）

活
動
指
標

中小企業に対する
助成金支給件数

41 50 63 50 50 活
動
指
標

決算額、予算額 8,230 12,630 10,032 13,368 成果指標によらない成果

成
果
指
標

目標設定の考え方

助成金支給や啓発活動等により事
業主が雇用義務を理解した結果と
推測されることから、過去の雇用者
数を基に目標を設定

データの出典等

成果指標達成率
106.1 ％

成
果
指
標

県内の民間企業が
新たに雇用した障
害者数

393 427 453 465 480

山梨県労働局発表の山梨県民間
企業の雇用障害者数

　助成金制度による支援及び障害者雇
用義務についての理解促進により法定
雇用率の向上に寄与している。

　　　　　　　山梨（全国）
　　H20　　 1.52（1.59）
　　H21　　 1.61（1.63）
　　H22　　 1.67（1.68）
　　H23　　 1.67（1.65）

所要時間（直接分） 150 時間 150 時間 150 時間 66 時間

（千円） うち一財額 8,230 12,630 10,032 13,368

66 時間

人件費ｺｽﾄ 単位:千円
(＠2,021円×所要時間)

303 303 303 133

時間 時間

所要時間計 150 時間 150 時間 150 時間

所要時間（間接分） 時間 時間

Ⅲ　これまでの事業の見直し・改善状況

平成18年4月の「障害者の雇用の促進等に関する法律」の改正に伴い、精神障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者等）が障害者雇用率の
算定基礎に加わったことから、助成金の支給対象に精神障害者を加えた。



Ⅳ　活動量と成果の判断（平成２３年度の業績評価）

（１）事業は予定された活動量を上げているか。（「活動指標の達成率」等から、事業の活動量を判断）

数値判定
活動量に係る

一次評価

　　　　　活動量に係る一次評価の考え方　※数値判定と一次評価とが異なる場合等に記入すること

H23年度
活動指標
達成率

　23年度は、6月にＮＴＴクラルティが塩山ファクトリーを開設し、重度知的障害者28名を雇用したため、目標値を
上回る63件の支給実績があった。また、ＮＳＤは大企業のため助成金の支給実績には反映されないが、知的障
害者3名を雇用し、今後も増員する予定がある。
　両事業所とも開設にあたっては、労働局、地元市、障害者職業センターなど関係機関や庁内関係各課と連携し
て支援しており、これが大量雇用につながった。
　しかし、支給実績の大幅な伸びは特例子会社の開設という特殊事情によるものであるため、活動量に係る評価
は「ｂ」とする。

a ｂ

a：予定を超えた活動量がある(120%以上)。　　b：予定どおりの活動量がある（80%以上120%未満）。　　c：予定したほど活動量がない(40%以上80%未満)。　　d：予
定した活動量に著しく足りない(40%未満)。

（２）事業は意図した成果を上げているか。（「成果指標の達成率」、「成果指標によらない成果」から事業の成果を判断）

数値判定
成果に係る
一次評価

             成果に係る一次評価の考え方　     ※必ず記入すること

H23年度
成果指標
達成率

　本県の民間企業の障害者の実雇用率は、リーマンショックに端を発する世界的な景気後退により平成20年度は
1.52％に落ち込んだが、平成21年度には上昇に転じ、平成22年度は過去最高の1.67％、平成23年度も1.67％を
維持した。また、平成23年度の就職件数も453件（対前年度比115.3％）と過去最高となった。
　就職件数のうち63件は、助成金の支給により重度障害者等の新たな雇用が創出されたと考えられる。また、助
成金支給対象以外の就職件数も前年度より38件増加（H23(423-63)-H22(393-41)=38）しており、これは啓発活
動や雇用要請の実施により、事業主が障害者雇用に対する理解を深めたことが雇用機会の拡大につながったと
考えられる。
　以上により、意図した成果はほぼ上げている。

b b

　「重度障害者等雇用促進助成金」は、障害者を雇用した事業主への通知から申請書の受理、労働局へ
の照会、審査、支払と事務量が非常に多くなっている。特に、事業主への通知は、重度障害者等に該当

a：意図した成果を十分に上げている(120%以上)。　　b：意図した成果はほぼ上げている(80%以上120%未満)。　　c：意図した成果は十分ではないが、対象や方
法の改善により成果の向上が見込める(40%以上80%未満)。　　d：意図した成果が十分でなく、成果を上げる方法も見あたらない(４０%未満)。

Ⅴ　見直しの必要性（平成２５年度に向けた改善等の考え方）

一次評価一次評価一次評価一次評価（（（（担当部局評価結果担当部局評価結果担当部局評価結果担当部局評価結果）

見直しの必要性 説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

有

の照会、審査、支払と事務量が非常に多くなっている。特に、事業主への通知は、重度障害者等に該当
するか否かがわからないため135件送付しており、事務量増加の原因となっている。個人情報の取り扱い
には十分に配慮する必要があるが、公共職業安定所や労働局と情報を共有することにより事務手続きの
簡素化・効率化が図れないか検討する必要がある。

ｋ

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄
　　○必要性（a.目的の達成　b.新たな課題への対応　c.対象の変化　d.ニーズの変化　e.法律・制度の改正）　○官or民(f.民間等実施）　○官の役割分担
　　　（g.市町村等へ移管）　○効率性（h.外部委託 i.経費節減　j.類似事業と統合・連携　k.所要時間の縮減　l.ﾌﾟﾛｾｽの改善）　m.その他

二次評価二次評価二次評価二次評価（（（（担当部局再評価結果担当部局再評価結果担当部局再評価結果担当部局再評価結果）　）　）　）　※行政評価アドバイザー会議（外部評価）での指摘事項を踏まえた担当部局による再評価

見直しの必要性 説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

拡大

　障害者の勤務状況は早期退職者と長期継続者に二極化しており、退職者の66％が3年以内に退職していることから、
この間の就労支援を行うことにより、職場への定着率が向上するものと考えられる。
　このため、中小企業事業主が、労働局の「特定求職者雇用開発助成金」の支給終了後も継続して障害者を雇用した場
合に助成を行う。
　また、より実効性を高めるために、障害福祉課と連携して県版ジョブコーチを派遣し、障害者と事業主のフォローアップ
を行い、支給対象となる障害者の範囲を重度障害者等から障害者全体に拡大する。
　更に、目標の設定にあたっては、労働局、ハローワークと連携し、求職障害者の実態を把握した上で適切に設定する。

・見直しの方向は、「廃止」「一部廃止」「終期設定」「休止」「他事業と統合」「縮小」「拡大」「実施方法等の変更」「改善済み」の中から選択し、Ⅴ見直しの必要性
を踏まえ、具体的な実施計画等を分かりやすく記載すること。なお、見直しがない場合は、「現行どおり」と記載し、必要に応じてその理由を記載すること。

有

　助成金受給事業主に対して行ったアンケート調査の結果も踏まえ、より効果的な助成のあり方、事業主
の要望や障害者の勤務状況等の把握方法、福祉保健部等関係機関との連携による支援策などについ
て検討する。
　併せて、労働局との連携による事務手続きの効率化を進める。 b,ｋ

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄は、上記と同様とする。

Ⅵ　見直しの方向（平成２５年度当初予算等での対応状況）

見直しの方向 具体的な実施計画等



調書番号：22

具体的な業務
プロセス（手順）

業務の
時期

（フロー）

Ｈ２３
所要
時間
（ｈ）

Ｈ２４
所要
時間

（ｈ）　Ａ

Ｈ２５
所要
時間

（ｈ）　Ｂ

縮減等
Ｂ－Ａ

具体的業務の
見直しの内容

見直しに至った理由等
（または見直しなしの理由等）

障害者雇用事業
主への通知

毎月下旬 36 36 12 ▲ 24
対象件数の減
少による時間
短縮

申請書の受理 随時 12 12 12 0 なし

労働局への受給
資格の照会

毎月上旬 24 24 0 ▲ 24
労働局との情
報共有化によ
る時間短縮

受給資格の確認 毎月中旬 48 48 12 ▲ 36
労働局との情
報共有化によ
る時間短縮

支払 毎月下旬 24 24 24 0 なし

144 144 60 ▲ 84

駅頭キャンペー
ン

9月上旬 1 1 1 0 なし

県下市町村巡回
キャンペーン

9月中旬
10月中旬

- - -
広報車に対応
依頼済み

1 1 1 0

表彰事業所・表
彰者の選定

8月中旬 4 4 4 0 なし

表彰式の開催 9月中旬 1 1 1 0 なし

0

0

5 5 5 0

150 150 66 ▲ 84

（留意事項）

１　事業を細分化した業務名は、事務事業を構成する業務ごとに細分化し、その業務名を記載すること。
２　具体的な業務プロセス（手順）は、できる限り多くのプロセスを記載すること。

４　各年度の所要時間（計）は、事務事業自主点検シートのⅡ事業の目標、実施状況等の「所要時間計」と一致すること。

７　適宜、業務内容に合わせ、行を加除して記載すること。（複数ページ可）

（小計）

所要時間　（計）

３　業務の時期は、業務のフローがわかるように具体的な業務プロセスごとに記載すること。（毎月、四半期ごとの業務等は、そ
の１サイクルの期間を記載すること。）

５　具体的業務の見直しの内容は、わかりやすく簡潔に記載すること。（県民から見て分かりやすい表現とすること。）なお、見
直しがない場合は、「なし」と記載すること。

６　見直しに至った理由または見直しなしの理由は、詳細に記載すること。（具体的な業務プロセスごと、または細分化した業務
ごとに記載すること。）

可能な限りの時間短縮を図っ
ているため。

山梨障害者職業センターとの
共催により、可能な限りの時
間短縮とコスト削減を図って
いるため。

自主点検自主点検自主点検自主点検シートシートシートシート（（（（事業事業事業事業のののの内容及内容及内容及内容及びびびび所要時間所要時間所要時間所要時間））））にににに関関関関するするするする附属資料附属資料附属資料附属資料　【　【　【　【様式様式様式様式２２２２】】】】

所属名：産業人材課 細事業名：障害者雇用対策費

事業の内容を
細分化した

業務名

1
重度障害者等
雇用促進助成
金

現在、受給資格の有無にか
かわらず送付している事業主
への通知を受給対象者に限
定することにより、作業時間
の短縮と事務コストの削減を
図る。
労働局が認定した「特定求職
者雇用開発助成金」受給者の
情報を共有化することにより、
労働局への照会や受給資格
確認の作業時間を短縮する。

（小計）

2
障害者雇用啓
発キャンペー
ン

（小計）

3

障害者雇用優
良事業所・優
秀勤労障害者
表彰


